
10 2021（令和3年）

国　税／ 9月分源泉所得税の納付 10月11日

国　税／ 特別農業所得者への予定納税基準額等の通知

 10月15日

国　税／ 8月決算法人の確定申告

 （法人税・消費税等） 11月1日

国　税／ 2月決算法人の中間申告 11月1日

国　税／ 11月、2月、5月決算法人の消費税等の中間申告

 （年3回の場合） 11月1日

地方税／ 個人の道府県民税及び市町村民税の第３期分

の納付 市町村の条例で定める日

労　務／ 労働者死傷病報告（7月～9月分） 11月1日

労　務／ 労災の年金受給者の定期報告

 （7月～12月生まれ） 11月1日

労　務／ 労働保険料第2期分の納付 11月1日

 （労働保険事務組合委託の場合は11月15日）

　これまでふるさと納税を行い確定申告で寄
附金控除を受ける際は、寄附ごとに自治体の
「寄附金の受領書」が必要でした。令和3年分
確定申告からは手続きが簡素化され、国税庁
から指定を受けたふるさと納税サイトを運営
する特定事業者が発行する「寄附金控除に関
する証明書」の添付で済むようになります。

ワンポイント ふるさと納税の申告手続き簡素化

10 月 の 税 務 と 労 務10月（神無月）OCTOBER
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10 月号─2

　
企
業
経
営
の
中
で
も
販
売
価
格
の

値
決
め
は
企
業
収
益
に
結
び
つ
く
た

め
、
そ
の
対
応
は
慎
重
で
す
。

　
家
電
量
販
店
の
B
社
対
Y
社
や
、

ハ
ン
バ
ー
ガ
ー
チ
ェ
ー
ン
の
M
社
対

他
の
ハ
ン
バ
ー
ガ
ー
チ
ェ
ー
ン
、
近

隣
商
店
街
で
の
薬
局
店
間
の
価
格
競

争
な
ど
に
は
、厳
し
さ
が
あ
り
ま
す
。

　
今
回
は
、
消
費
者
の
価
格
に
対
す

る
反
応
を
「
参
照
価
格
」（
経
済
学
用

語
）
を
中
心
に
値
決
め
に
つ
い
て
考

え
て
み
ま
す
。

一

　参
照
価
格 

■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■

　
ま
ず
「
参
照
価
格
」
の
説
明
に
入

る
前
に
、
次
の
問
題
を
考
え
て
み
て

下
さ
い
（
注
・
問
題
の
設
定
か
ら
図

１
ま
で
は
、
星
野
崇
宏
慶
応
義
塾
大

学
教
授
の
説
明
を
基
に
解
説
し
ま

す
）。　

現
在
、
商
品
の
値
決
め
を
考

え
て
い
ま
す
。

　
九
〇
〇
円
で
一
日
一
〇
〇
個

売
れ
て
い
る
商
品
が
あ
り
ま
す
。

よ
り
多
く
売
れ
る
よ
う
一
か
月

間
一
〇
〇
円
の
値
引
き
を
し
た

と
こ
ろ
、
一
日
一
五
〇
個
売
れ

る
よ
う
に
な
り
ま
し
た
。

　
さ
て
問
題
で
す
。
値
引
き
を
や
め

て
九
〇
〇
円
に
戻
し
た
場
合
、
売
上

げ
は
ど
う
な
る
で
し
ょ
う
か
？

　
次
か
ら
一
つ
選
ん
で
下
さ
い
。

①
　
消
費
者
が
商
品
の
価
値
を
認
め

て
い
る
の
で
、
一
〇
〇
〜
一
五
〇

個
の
間
で
売
れ
て
い
く
。

②
　
元
は
九
〇
〇
円
で
買
っ
て
い
た

消
費
者
が
一
日
一
〇
〇
人
い
た
の

で
、
一
日
一
〇
〇
個
に
な
る
。

③
　
一
日
一
〇
〇
個
以
下
に
な
っ
て

し
ま
う
。

　
多
く
の
実
験
を
行
っ
た
結
果
、
現

実
の
消
費
者
は
③
の
行
動
を
と
っ
た

の
で
す
。

　
現
代
経
済
学
は
人
間
の
意
思
決
定

を
分
析
の
対
象
に
し
て
い
ま
す
が
、

消
費
者
の
買
物
動
向
に
つ
い
て
は
、

次
の
よ
う
に
分
析
し
ま
す
。

　
消
費
者
の
日
常
の
買
い
物
で
は
商

品
の
価
格
に
対
し
て
「
時
間
を
か
け

て
評
価
す
る
の
で
は
な
く
、
現
在
の

状
況
を
基
準
（
つ
ま
り
参
照
価
格
）

に
考
え
、
こ
れ
が
得
か
ど
う
か
の
比

較
で
判
断
し
て
い
る
」と
し
ま
す
。

二

　プ
ロ
ス
ペ
ク
ト
理
論 

■
■
■
■
■
■
■

　
参
照
価
格
に
つ
い
て
、
現
代
経
済

学
（
こ
の
一
分
野
で
行
動
経
済
学
）

か
ら
、
理
論（
プ
ロ
ス
ペ
ク
ト
理
論
）

を
進
め
ま
す
。

　
プ
ロ
ス
ペ
ク
ト
理
論
で
は
、
事
例

の
一
〇
〇
円
値
引
き
は
、
参
照
価
格

の
九
〇
〇
円
か
ら
一
〇
〇
円
値
引
き

が
あ
っ
た
。
つ
ま
り
、
お
得
感
（
価

値
が
あ
る
）
が
あ
り
、
売
上
げ
が
増

え
る
。

　
で
は
、
値
引
き
後
の
八
〇
〇
円
か

ら
九
〇
〇
円
に
す
る
と
、
企
業
側
は

九
〇
〇
円
に
「
戻
し
た
」
と
考
え
ま

す
が
、消
費
者
側
は
一
〇
〇
円
の「
値

上
げ
が
あ
っ
た
」（
痛
手
感
）と
な
り
、

購
入
を
控
え
る
の
で
す
。

　
さ
て
、
プ
ロ
ス
ペ
ク
ト
理
論
の
斬

新
な
点
は
、
利
得
（
差
額
を
受
け
取

る
）と
損
失（
差
額
を
支
払
う
）で
は
、

同
じ
額
で
も
損
失
の
と
き
の
心
理
的

価
値
の
変
化
幅
が
大
き
く
、
損
失
を

回
避
す
る
行
動
を
と
る
（
事
例
の
回

答
③
で
す
）と
分
析
す
る
の
で
す
。

　
こ
の
消
費
者
心
理
を
図
で
説
明
し

ま
す
。

　
図
１
は
、
プ
ロ
ス
ペ
ク
ト
理
論
の

概
要
で
す
。

　
縦
軸
に
心
理
的
価
値
（
お
得
感
・

痛
手
感
）、
横
軸
に
参
照
点
（
参
照

価
格
）を
原
点
と
し
た
差
額
を
表
示
。

　
図
１
の
注
意
点
の
一
つ
目
は
、
参

照
点
が
元
の
価
格
九
〇
〇
円
と
値
引

き
後
の
八
〇
〇
円
で
同
じ
原
点
と
な

っ
て
い
る
こ
と
で
す
。
そ
し
て
二
つ

目
は
、
右
側
は
一
〇
〇
円
値
引
き
さ

れ
た
の
で
一
〇
〇
円
の
利
得
（
実
際

に
一
〇
〇
円
は
受
け
取
り
ま
せ
ん

が
）、
左
側
は
一
〇
〇
円
の
損
失（
実

際
に
一
〇
〇
円
を
余
分
に
支
払
う
こ

と
に
な
り
ま
す
）を
表
し
ま
す
。

　
そ
し
て
三
つ
目
は
、
㋑
と
㋺
と
な

っ
て
い
る
長
さ
の
違
い
は
、
図
２
で

説
明
し
ま
す
。

　
図
２
は
、
同
じ
一
〇
〇
円
で
も
心

理
的
価
値
（
感
じ
方
）
の
違
い
を
表

価格と　　
消費者心理
～プロスペクト理論～



3─10月号

し
て
い
ま
す
。

　
㋑
は
八
〇
〇
円
か
ら（
こ
の
場
合
、

参
照
点
が
八
〇
〇
円
）
一
〇
〇
円
の

値
上
げ
が
あ
っ
た
大
き
さ
で
、
㋺
は

九
〇
〇
円
か
ら
（
こ
の
場
合
、
参
照

点
が
九
〇
〇
円
）
一
〇
〇
円
の
値
引

き
が
あ
っ
た
大
き
さ
で
、
㋑
は
㋺
を

上
回
る
と
い
う
ダ
ニ
エ
ル
・
カ
ー
ネ

マ
ン
と
エ
イ
モ
ス
・
ト
べ
ル
ス
キ
ー

の
共
同
研
究
に
よ
る
成
果
で
す
（
カ

ー
ネ
マ
ン
は
、
二
〇
〇
二
年
、
ノ
ー

ベ
ル
経
済
学
賞
を
受
賞
）。

　
図
３
は
、
経
済
学
の
本
に
出
て
き

ま
す
効
用
関
数
で
、
図
１
及
び
図
２

が
横
軸
に
対
し
S
字
を
描
い
て
い

る
こ
と
の
説
明
で
す
。

　
紙
面
の
都
合
上
、
図
３
は
図
２
の

参
照
点
よ
り
上
の
部
分
で
す
が
、　

最
初
の
一
〇
〇
円
の
値
引
き
の
効
用

は
㋺
、
そ
の
後
さ
ら
に
一
〇
〇
円
の

値
引
き
の
効
用
は
㋩
、
同
様
に
ま
た

値
引
き
を
し
た
場
合
は
㋥
、
こ
れ
を

見
ま
す
と
、
だ
ん
だ
ん
効
用
は
減
少

し
て
い
く
、
つ
ま
り
、
S
字
型
カ
ー

ブ
と
な
り
ま
す
。

三

　結
論 

■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■

　
最
後
に
、プ
ロ
ス
ペ
ク
ト
理
論
は
、

「
価
格
は
な
る
べ
く
変
え
な
い
」、「
価

格
を
直
接
下
げ
る
リ
ス
ク
」
を
説
明

し
て
い
ま
す
が
、
理
解
し
て
頂
け
た

で
し
ょ
う
か
。

　
是
非
、
企
業
経
営
の
参
考
に
し
て

い
た
だ
き
た
い
と
思
い
ま
す
。

プロスペクト理論と参照価格

図１

※　星野崇宏氏の図より作成
痛手感

損失

お得感

元の価格 900 円
１カ月後 800 円

▲100 円

100 円
参照点

利得

参照点
との差額

100 円値引き100 円値上げ

㋑

㋺

心理的価値

㋥

㋺

㋩

効用（満足度）

※　効用関数の図より作成

０ 100 200 300

参照点
との差額

図３

利得損失

参照点

100　200
－200　－100

図２

㋑

㋺

※　ダニエル・カーネマン氏の図から作成

参照点
との差額

心理的価値



10 月号─4

　
贈
与
に
つ
い
て
は
、
個
人
間
や
法

人
間
だ
け
で
は
な
く
、
個
人
と
法
人

の
間
で
も
行
わ
れ
る
も
の
で
す
。

　
分
類
す
る
と
、①
個
人
か
ら
個
人
、

②
個
人
か
ら
法
人
、
③
法
人
か
ら
個

人
、
④
法
人
か
ら
法
人
、
の
四
つ
に

区
分
す
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。

　
そ
し
て
、
個
人
間
で
の
贈
与
は
贈

与
税
が
課
税
さ
れ
ま
す
が
、
そ
の
他

で
は
、
そ
れ
ぞ
れ
課
税
の
取
扱
い
が

異
な
り
少
し
理
解
し
に
く
い
と
こ
ろ

も
あ
り
ま
す
の
で
、
こ
こ
で
簡
単
に

整
理
し
て
み
ま
す
。

１
　
個
人
か
ら
個
人

　
個
人
か
ら
個
人
へ
の
贈
与
で
は
、

財
産
の
贈
与
者
に
は
税
金
が
か
か
ら

ず
、
財
産
の
受
贈
者
に
原
則
と
し
て

贈
与
税
が
か
か
り
ま
す
。

⑴

　課
税
方
法

　
課
税
方
法
に
は
、「
暦
年
課
税
」

の
ほ
か
、
親
子
間
な
ど
の
贈
与
で
一

定
の
要
件
に
該
当
す
る
場
合
に
「
相

続
時
精
算
課
税
」
を
選
択
す
る
こ
と

が
で
き
ま
す
。

　
暦
年
課
税
は
、
一
暦
年
ご
と
に

一
一
〇
万
円
ま
で
は
基
礎
控
除
と
し

て
贈
与
税
が
か
か
り
ま
せ
ん
。
ま
た
、

父
母
や
祖
父
母
な
ど
の
直
系
尊
属
か

ら
、
そ
の
年
の
一
月
一
日
に
お
い
て

二
〇
歳
以
上
の
子
・
孫
な
ど
へ
の
贈

与
に
は
特
例
税
率
が
あ
り
ま
す
（
図

表
１
参
照
）。

　
相
続
時
精
算
課
税
制
度
は
、
贈
与

を
受
け
た
と
き
に
、
累
積
で
二
、

五
〇
〇
万
円
ま
で
の
特
別
控
除
額
及

び
一
定
の
税
率
（
二
〇
％
）
で
贈
与

税
を
計
算
し
、
贈
与
者
が
亡
く
な
っ

た
と
き
に
相
続
税
で
精
算
す
る
も
の

で
す
。

⑵

　主
な
特
例
制
度

①
　
配
偶
者
か
ら
の
贈
与
の
特
例
制

度
　
婚
姻
期
間
が
二
〇
年
以
上
の
夫
婦

の
間
で
、
居
住
用
不
動
産
又
は
居
住

用
不
動
産
を
取
得
す
る
た
め
の
金
銭

の
贈
与
が
行
わ
れ
た
場
合
、
一
定
の

要
件
の
下
で
基
礎
控
除
の
ほ
か
に
最

高
二
、〇
〇
〇
万
円
ま
で
の
控
除（
配

偶
者
控
除
）が
受
け
ら
れ
ま
す
。

②
　
住
宅
取
得
等
資
金
の
非
課
税
制

度
　
直
系
尊
属
か
ら
住
宅
取
得
等
の
た

め
の
金
銭
の
贈
与
を
受
け
た
場
合
に

お
い
て
、
受
贈
者
が
贈
与
を
受
け
た

年
の
一
月
一
日
に
お
い
て
二
〇
歳
以

上
で
あ
る
こ
と
等
の
一
定
の
要
件
を

満
た
し
て
い
れ
ば
、
一
定
額
ま
で
贈

与
税
が
非
課
税
と
さ
れ
ま
す
。

③
　
教
育
、
結
婚
・
子
育
て
資
金
一

括
贈
与
非
課
税
制
度
　

　
直
系
尊
属
か
ら
一
定
年
齢
の
子
や

孫
が
、
金
融
機
関
と
の
契
約
に
基
づ

き
、
教
育
資
金
な
ど
の
贈
与
を
受
け

た
場
合
は
、
教
育
資
金
は
一
、

五
〇
〇
万
円
、
結
婚
・
子
育
て
資
金

は
一
、〇
〇
〇
万
円
ま
で
（
結
婚
資

金
は
三
〇
〇
万
円
が
限
度
）
贈
与
税

が
非
課
税
と
さ
れ
ま
す
。

２
　
個
人
か
ら
法
人

⑴

　法
人
へ
の
贈
与

　
法
人
は
、
時
価
で
財
産
の
贈
与
を

受
け
た
と
し
て
、
そ
の
受
贈
益
は
法

人
税
の
課
税
対
象
と
さ
れ
ま
す
。

　
具
体
的
に
は
、
期
末
資
本
金
一
億

円
以
下
の
法
人
の
場
合
、
年

八
〇
〇
万
円
ま
で
の
所
得
金
額
に
は

一
五
％
、
超
過
分
は
二
三
・
二
％
の

法
人
税
が
か
か
り
ま
す
。
ま
た
、
地

方
法
人
税
が
基
準
法
人
税
額
に
対
し

一
〇
・
三
％
か
か
り
ま
す
（
事
業
税
、

住
民
税
省
略
）。

　
土
地
を
例
に
仕
訳
を
す
る
と
、
次

頁
の
仕
訳
1
の
よ
う
に
な
り
ま
す
。

　
一
方
、
個
人
も
「
み
な
し
譲
渡
所

得
課
税
」が
適
用
さ
れ
ま
す
。

贈与における個人と　 
法人の課税上の取扱い
（贈与形式による課税関係）

図表 1　贈与税の速算表（相続時精算課税制度を適用しない場合）

基礎控除後の
課税価格　　

一般 特例税率
税率 控除額 税率 控除額

200万円以下 10% 0円 10% 0円
300 万円以下 15% 10万円

15% 10万円
400 万円以下 20% 25万円
600 万円以下 30% 65万円 20% 30万円
1,000 万円以下 40% 125 万円 30% 90万円
1,500 万円以下 45% 175 万円 40% 190 万円
3,000 万円以下 50% 250 万円 45% 265 万円
4,500 万円以下

55% 400 万円
50% 415 万円

4,500 万円　超 55% 640 万円



5─10月号

　
具
体
的
に
は
、
財
産
を
時
価
で
譲

渡
（
売
却
）
し
収
入
が
あ
っ
た
と
み

な
し
、
そ
の
財
産
の
時
価
か
ら
取
得

費
等
を
差
し
引
い
た
差
額
に
対
し
て

所
得
税
が
課
税
さ
れ
ま
す
。
そ
の
た

め
、
購
入
時
よ
り
も
値
上
が
り
し
て

い
る
土
地
の
よ
う
に
含
み
益
が
あ
る

財
産
を
法
人
に
贈
与
す
る
と
、
個
人

に
も
税
金
が
か
か
る
こ
と
に
な
り
ま

す
。
な
お
、
現
金
で
贈
与
す
る
場
合

は
、
含
み
益
が
な
い
の
で
み
な
し
譲

渡
所
得
課
税
は
適
用
さ
れ
ま
せ
ん
。

　
不
動
産
を
個
人
が
譲
渡
し
た
場

合
、
他
の
所
得
と
は
区
分
し
た
申
告

分
離
課
税
と
な
り
ま
す
。

　
税
率
は
、
土
地
や
建
物
を
売
っ
た

年
の
一
月
一
日
現
在
で
、
所
有
期
間

が
五
年
を
超
え
る「
長
期
譲
渡
所
得
」

が
所
得
税
一
五
％
（
住
民
税
五
％
）、

五
年
以
下
の
「
短
期
譲
渡
所
得
」
が

所
得
税
三
〇
%
（
住
民
税
九
％
）
で

す
（
別
途
復
興
特
別
所
得
税
が
か
か

り
ま
す
）。

⑵

　同
族
会
社
へ
の
贈
与

　
同
族
会
社
に
贈
与
し
た
場
合
、
同

族
会
社
の
株
式
等
の
価
額
が
増
加
し

た
部
分
に
相
当
す
る
金
額
を
株
主
は

贈
与
者
か
ら
贈
与
を
受
け
た
も
の
と

み
な
さ
れ
ま
す
。

　
こ
の
た
め
、
財
産
を
譲
渡
し
た
個

人
と
も
ら
っ
た
同
族
会
社
双
方
に
税

金
が
か
か
る
だ
け
で
な
く
、
同
族
会

社
の
株
主
に
も
贈
与
税
が
か
か
り
ま

す
。

３
　
法
人
か
ら
個
人

　
法
人
は
税
務
上
、
経
済
的
合
理
性

で
行
動
す
る
こ
と
を
前
提
と
し
て
考

え
ら
れ
て
い
ま
す
。
し
た
が
っ
て
、

財
産
を
時
価
で
譲
渡
し
た
と
し
て
法

人
税
が
か
か
り
ま
す
。

　
仕
訳
で
示
す
と
、
仕
訳
2
の
と
お

り
で
す
。

　
貸
方
（
右
側
）
は
、
時
価
と
取
得

価
額
と
の
差
額
が
売
却
益
と
な
り
ま

す
。
借
方
（
左
側
）
は
、
法
人
と
個

人
の
間
に
従
業
員
や
役
員
等
の
雇
用

関
係
が
あ
れ
ば
次
の
よ
う
に
な
り
ま

す
。

・
従
業
員
の
場
合
↓
賞
与

・
役
員
等
の
場
合
↓
役
員
賞
与

・
雇
用
関
係
が
な
い
場
合
↓
寄
附
金

　
贈
与
税
は
、
個
人
か
ら
財
産
を
も

ら
っ
た
時
に
か
か
る
税
金
で
す
。
会

社
な
ど
法
人
か
ら
財
産
を
も
ら
っ
た

時
は
個
人
に
は
贈
与
税
が
か
か
り
ま

せ
ん
が
、
所
得
税
が
か
か
る
こ
と
に

な
っ
て
い
ま
す
。

　
こ
の
場
合
、
法
人
と
個
人
間
に
雇

用
関
係
が
あ
れ
ば
「
給
与
所
得
」
と

し
て
、
雇
用
関
係
が
な
け
れ
ば
「
一

時
所
得
」と
し
て
処
理
し
ま
す
。

　
一
時
所
得
に
該
当
す
る
場
合
に

は
、
右
の
よ
う
に
算
定
さ
れ
、
そ
の

二
分
の
一
に
相
当
す
る
金
額
が
総
所

得
金
額
に
算
入
さ
れ
ま
す
。

４
　
法
人
か
ら
法
人

　
財
産
を
贈
与
し
た
法
人
は
、
前
記

3
と
同
様
に
財
産
を
時
価
で
譲
渡
し

た
と
し
て
法
人
税
が
か
か
り
ま
す
。

　
一
方
、財
産
を
受
贈
し
た
法
人
は
、

財
産
を
時
価
で
も
ら
っ
た
こ
と
に
な

り
、
受
贈
益
に
法
人
税
が
か
か
り
ま

す
。

図表 2　贈与形式による課税関係

贈与形式
課税関係

贈与者 受贈者

①個人から個人 課税なし 贈与税がかかる
（基礎控除・特例あり）

②個人から法人 みなし譲渡所得課税
（時価で譲渡とみなす）

法人税がかかる
（資産計上・受贈益）

③法人から個人 法人税がかかる 所得税がかかる
（給与又は一時所得）

④法人から法人 法人税がかかる 法人税がかかる
（資産計上・受贈益）

（仕訳1）
（（借方）×××／（ 貸方）×××
（土　地）×××／（受贈益）×××

（仕訳2）
（ 借方）×××／（ 貸方
（寄附金）×××／（土　地）×××
 ／（売却益）×××

一時所得の計算方法

一時所得の金額
　＝ 総収入金額－その収入を得るた
めに支出した金額（※）－特別
控除額（最高 50万円）

※ 　その収入を生じた行為をするた
め、又は、その収入を生じた原因
の発生に伴い、直接要した金額に
限ります。
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労
働
者
が
傷
病
に
よ
り
働
く
こ
と

が
で
き
な
い
と
き
は
、
労
働
者
災
害

補
償
保
険
（
労
災
保
険
）
ま
た
は
健

康
保
険
の
保
険
給
付
を
受
け
ら
れ
る

こ
と
が
あ
り
ま
す
。

　
今
回
は
そ
れ
ら
の
保
険
給
付
が
支

給
さ
れ
る
要
件
や
受
給
手
続
き
に
つ

い
て
ご
説
明
し
ま
す
。

一

　業
務
上
・
通
勤
中
の
傷
病  

　
傷
病
の
原
因
が
、
業
務
上
や
通
勤

中
の
被
災
等
に
よ
る
も
の
の
場
合

は
、
労
災
保
険
か
ら
休
業
（
補
償
）

等
給
付
が
支
給
さ
れ
ま
す
。

　
な
お
、
保
険
給
付
の
名
称
は
、
業

務
上
傷
病
に
よ
り
支
給
さ
れ
る
も
の

は
「
休
業
補
償
給
付
」、
二
以
上
の

事
業
の
業
務
を
要
因
と
す
る
傷
病
の

場
合
は
「
複
数
事
業
労
働
者
休
業
給

付
」、
通
勤
途
中
の
傷
病
に
よ
る
も

の
は
「
休
業
給
付
」
と
な
り
ま
す
が
、

こ
れ
ら
を
総
称
し「
休
業（
補
償
）等

給
付
」と
表
記
し
ま
す
。

㈠

　支
給
要
件

　
休
業
（
補
償
）
等
給
付
は
、
次
の

要
件
を
満
た
す
労
働
者
に
対
し
て
、

休
業
の
第
四
日
目
か
ら
支
給
さ
れ
ま

す
。

・
　
業
務
上
の
事
由
ま
た
は
通
勤
に

よ
る
傷
病
の
療
養
の
た
め

・
　
労
働
す
る
こ
と
が
で
き
ず

・
　
賃
金
を
受
け
て
い
な
い

　
休
業
の
初
日
か
ら
第
三
日
目
ま
で

を
「
待
期
期
間
」
と
い
い
、
こ
の
間

は
休
業
（
補
償
）
等
給
付
を
受
け
る

こ
と
が
で
き
ま
せ
ん
。
業
務
上
の
災

害
の
場
合
、
事
業
主
が
、
こ
の
三
日

間
に
つ
い
て
労
働
基
準
法
に
基
づ
く

休
業
補
償
（
一
日
に
つ
き
平
均
賃
金

の
六
〇
％
）
を
行
う
必
要
が
あ
り
ま

す
。

　
ま
た
、「
賃
金
を
受
け
て
い
な
い
」

は
、
賃
金
を
全
く
受
け
な
い
日
の
ほ

か
、「
賃
金
の
一
部
を
受
け
な
い
日

（
全
部
労
働
す
る
こ
と
が
で
き
ず
平

均
賃
金
の
六
〇
％
未
満
の
金
額
し
か

受
け
ら
れ
な
い
日
な
ど
）」
を
含
み

ま
す
。

㈡

　支
給
額

①
　
休
業（
補
償
）等
給
付

　
休
業（
補
償
）等
給
付
の
額
は
、「
給

付
基
礎
日
額
の
六
〇
％
×
休
業
日

数
」に
よ
り
算
出
し
ま
す
。

　
給
付
基
礎
日
額
と
は
、
労
働
基
準

法
の
平
均
賃
金
に
相
当
す
る
額
で

す
。

　
複
数
事
業
労
働
者
（
事
業
主
が
同

一
で
な
い
複
数
の
事
業
場
に
同
時
に

使
用
さ
れ
て
い
る
労
働
者
）
に
つ
い

て
は
昨
年
に
制
度
が
改
め
ら
れ
、
令

和
二
年
九
月
一
日
以
降
に
発
生
し
た

傷
病
の
場
合
は
、
複
数
の
就
業
先
の

賃
金
額
を
合
算
し
た
額
を
基
に
し
て

給
付
基
礎
日
額
を
算
出
す
る
こ
と
が

で
き
ま
す
。

　
療
養
開
始
後
一
年
六
か
月
を
経
過

し
た
日
以
後
も
治
っ
て
お
ら
ず
、
一

定
の
傷
病
等
級
に
該
当
す
る
と
き

は
、
保
険
給
付
の
種
類
が
休
業
（
補

償
）等
給
付
か
ら
傷
病（
補
償
）等
年

金
へ
と
切
り
替
わ
り
ま
す
。

②
　
休
業
特
別
支
給
金

　
労
災
保
険
に
は
、
保
険
給
付
に
上

乗
せ
し
て
支
給
さ
れ
る
「
特
別
支
給

金
」
の
制
度
が
あ
り
、
休
業
（
補
償
）

等
給
付
を
受
け
ら
れ
る
労
働
者
は

「
給
付
基
礎
日
額
の
二
〇
％
×
休
業

日
数
」
に
よ
り
算
出
し
た
休
業
特
別

支
給
金
を
受
け
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。

③
　
一
部
負
担
金

　
業
務
上
災
害
の
場
合
は
、
一
部
負

担
金
は
発
生
し
ま
せ
ん
が
、
通
勤
災

害
に
よ
り
療
養
給
付
（
診
察
や
治
療

な
ど
）
を
受
け
る
者
は
、
初
回
の
休

業
給
付
か
ら
一
部
負
担
金
と
し
て

二
〇
〇
円
が
減
額
さ
れ
ま
す
。

㈢

　手
続
き

①
　
提
出
先

　
休
業
（
補
償
）
等
給
付
の
請
求
書

の
提
出
窓
口
は
、
労
働
基
準
監
督
署

で
す
。

　
請
求
書
に
は
労
働
者
や
事
業
主
の

情
報
の
ほ
か
、
被
災
日
時
や
災
害
発

生
の
原
因
・
発
生
状
況
な
ど
も
記
載

し
ま
す
の
で
、
災
害
が
発
生
し
た
と

き
は
被
災
時
の
状
況
を
記
録
し
て
お

く
と
よ
い
で
し
ょ
う
。

　
様
式
は
、
労
働
基
準
監
督
署
の
窓

傷
病
に
よ
り

休
業
し
た
と
き
の
保
険
給
付

　（労
災
保
険
・
健
康
保
険
）
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口
で
入
手
す
る
こ
と
の
ほ
か
、
厚
生

労
働
省
の
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
か
ら
ダ
ウ

ン
ロ
ー
ド
す
る
こ
と
も
で
き
ま
す
。

②
　
時
効

　
休
業
（
補
償
）
等
給
付
は
、
療
養

の
た
め
労
働
す
る
こ
と
が
で
き
な
い

た
め
賃
金
を
受
け
な
い
日
ご
と
に
請

求
権
が
発
生
し
、
そ
の
翌
日
か
ら
二

年
を
経
過
す
る
と
、
時
効
に
よ
り
請

求
権
が
消
滅
し
ま
す
。

㈣

　留
意
点

　「
業
務
上
」
や
「
通
勤
」
の
際
に
生

じ
た
事
故
は
、
す
べ
て
労
災
保
険
の

保
険
給
付
の
対
象
に
な
る
と
は
限
ら

ず
、
状
況
に
応
じ
て
不
支
給
と
な
る

こ
と
も
あ
り
ま
す
。

　
例
と
し
て
は
、
業
務
時
間
中
に
業

務
を
離
れ
私
的
な
行
動
を
と
っ
て
い

る
間
に
生
じ
た
事
故
や
、
通
勤
経
路

の
逸
脱
や
中
断
し
た
後
の
事
故
な
ど

で
す
。

　
一
方
、
傷
病
発
生
時
に
業
務
遂
行

中
で
は
な
い
場
合
で
あ
っ
て
も
、
業

務
と
傷
病
等
の
間
に
一
定
の
因
果
関

係
が
あ
る
と
き
（「
業
務
起
因
性
」
と

い
い
ま
す
。）
に
は
、
労
災
と
し
て

扱
わ
れ
る
こ
と
が
あ
り
ま
す
。

　
例
と
し
て
は
、
業
務
と
関
連
し
た

後
遺
症
な
ど
で
す
。

二

　私
傷
病  

　
健
康
保
険
の
被
保
険
者
が
、
私
傷

病
に
よ
り
休
業
し
た
場
合
は
、
傷
病

手
当
金
が
支
給
さ
れ
ま
す
。

㈠

　支
給
要
件

　
傷
病
手
当
金
は
、
次
の
要
件
を
満

た
す
者
に
対
し
、
休
業
の
第
四
日
目

か
ら
支
給
さ
れ
ま
す
。

・
　
業
務
外
の
傷
病
の
療
養
の
た
め

・
　
労
務
に
服
す
る
こ
と
が
で
き
な

い
　
前
述
の
労
災
保
険
の
待
期
は

「
休
・
休
・
出
勤
・
休
・
休
」
の
よ

う
に
待
期
の
途
中
で
出
勤
し
た
日
が

あ
る
場
合
で
も
待
期
を
満
た
し
た
こ

と
と
な
り
、
休
業
第
四
日
目
か
ら
支

給
さ
れ
ま
す
が
、健
康
保
険
で
は「
連

続
」
す
る
三
日
間
の
待
期
が
必
要
で

す
（
待
期
に
は
、
有
給
休
暇
や
公
休

日
を
含
み
ま
す
）。

　
し
た
が
っ
て
、
休
業
開
始
後
三
日

間
の
う
ち
一
日
で
も
出
勤
し
た
日
が

あ
る
と
き
は
待
期
が
完
成
せ
ず
、
連

続
三
日
以
上
の
休
業
を
し
た
と
き
に

初
め
て
待
期
が
完
成
し
、
第
四
日
目

か
ら
支
給
開
始
と
な
り
ま
す
。

㈡

　支
給
額

①
　
原
則

　
傷
病
手
当
金
の
一
日
あ
た
り
の
額

は
、「（
支
給
開
始
日
以
前
一
二
か
月

間
の
各
月
の
標
準
報
酬
月
額
を
平
均

し
た
額
）
／
三
〇
×
三
分
の
二
」
に

よ
り
算
出
し
ま
す
。

②
　
被
保
険
者
と
な
っ
て
一
二
か
月

に
満
た
な
い
者

　
次
の
い
ず
れ
か
低
い
額
を
用
い
、

そ
の
額
の
三
分
の
二
に
相
当
す
る
金

額
が
支
給
額
と
な
り
ま
す
。

・
　
支
給
開
始
月
以
前
の
直
近
の
継

続
し
た
各
月
の
標
準
報
酬
月
額
の

平
均
額
／
三
〇

・
　
標
準
報
酬
月
額
の
平
均
額
（
令

和
三
年
度
に
お
け
る
協
会
け
ん
ぽ

の
平
均
額
は
三
〇
万
円
）／
三
〇

　
な
お
、
標
準
報
酬
月
額
の
平
均
額

は
、
保
険
者
（
協
会
け
ん
ぽ
・
各
健

康
保
険
組
合
）ご
と
に
異
な
り
ま
す
。

㈢

　支
給
期
間

　
支
給
開
始
し
た
日
か
ら
最
長
で
一

年
六
か
月
で
す
。

　
な
お
、
資
格
喪
失
後
の
継
続
給
付

と
し
て
退
職
後
に
傷
病
手
当
金
を
受

け
る
場
合
も
、
最
初
に
支
給
開
始
し

た
日
か
ら
一
年
六
か
月
が
上
限
で

す
。

　
資
格
喪
失
後
の
傷
病
手
当
金
は
、

資
格
喪
失
日
の
前
日
（
退
職
日
等
）

ま
で
被
保
険
者
期
間
が
継
続
し
て
一

年
以
上
あ
り
、
か
つ
、
資
格
喪
失
日

の
前
日
ま
で
に
傷
病
手
当
金
を
受
け

て
い
る
者
（
ま
た
は
、
受
け
ら
れ
る

状
態
に
あ
る
者
）
を
対
象
と
す
る
も

の
で
す
。

㈣

　手
続
き

①
　
提
出
先

　
支
給
申
請
書
の
提
出
は
、
各
保
険

者
に
対
し
て
行
い
ま
す
。

　
申
請
様
式
は
、
協
会
け
ん
ぽ
の
場

合
は
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
よ
り
ダ
ウ
ン
ロ

ー
ド
す
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。
健
康

保
険
組
合
の
場
合
は
各
健
康
保
険
組

合
に
お
問
合
せ
く
だ
さ
い
。

②
　
時
効

　
労
務
不
能
で
あ
っ
た
日
ご
と
に
そ

の
翌
日
か
ら
二
年
が
申
請
の
期
限
で

す
。

㈤

　留
意
点

　
傷
病
手
当
金
を
受
け
ら
れ
る
者
が

次
の
い
ず
れ
か
を
受
け
る
こ
と
が
で

き
る
と
き
は
、
傷
病
手
当
金
が
減
額

ま
た
は
支
給
停
止
と
な
り
ま
す
。

・
　
事
業
主
か
ら
の
報
酬

・
　
障
害
厚
生
年
金
ま
た
は
障
害
手

当
金

・
　
老
齢
退
職
年
金
給
付
（
資
格
喪

失
後
の
傷
病
手
当
金
を
受
け
ら
れ

る
者
が
調
整
対
象
で
す
）

・
　
労
災
保
険
の
休
業
補
償
給
付

・
　
出
産
手
当
金
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　コロナ禍により、大小を問わず企業では
売り上げが急減し、自己資本が毀損されて
いるところが多くあります。現在、政府の
緊急経済対策として日本政策金融公庫の特
別貸付やセーフティネット保証をはじめと
する緊急融資が行われており、これらを利
用して当面の資金確保がなされています。
　多くの融資利用者は、企業維持に追われ
た形で負債が膨らんでいますが、その一方
で、コロナ禍であぶり出された経営課題に
向き合い事業の立て直し、変革を進めよう
としています。
　この事業の立て直し、変革には「時間」
が必要です。そこで、通常の融資を補完す
る資本増強策として、融資制度「劣後ロー
ン融資制度」があります。同制度は、まだ
中堅企業等の数少ない利用に止まっていま
すが、今後の経営基盤強化策として中小企
業の経営者の方も知っておく必要がありま

す。
　劣後ローン融資制度のメリット・デメリ
ットは、以下のとおりです。
〈メリット〉
①　元本の返済順位が他の債権よりも低債
権であること
②　ほとんど5～15年の期間を定め、期
間終了後（満期時）に元本一括返済する
ものであること
③　借入期間中に元本の返済はなく、金利
のみを支払うもので、手元資金として置
いておけること
④　借入金なので負債ではあるが、金融機
関は資本とみなす（疑似資本）こと

〈デメリット〉
①　元本の返済順位が他の債権より低い債
権であることから、金融機関にとっては
貸倒れのリスクがあるため、通常の融資
よりも金利が高くなること
②　金融機関にとって融資対象の企業とは
連携し事業を推進していくことになり、
資料の提出、説明に時間がかかること

劣後ローン融資制度

　新聞、テレビ等マスコミは、盛んに日本
の人口減少問題を報道しています。
　減少の要因は、一人の女性が一生の間に
生む子供の数（合計特殊出生率）の低迷が
続いていることです。
　この出生率減少の算出には、次の数式で
考えると明確になります。例を挙げて計算
してみましょう。
　ある都市の人口は100万人で、毎年1％
ずつ人口が減少。このとき、この年のn年
後（nは1年後、2年後…10年後）では、人
口は「複利計算」によって、「100（1－
0.01）＝100×0.99 」です。
　この式に従い人口の変化を追うと、現在
100万人の場合、10年後90.4万人、20
年後81.7万人、30年後73.9万人、40年
後66.8万人、50年後60.5万人となります。
　そして、50年後には100万人都市は、
半減に近い60万人都市になるということ
です。

地域人口の減少
　「う
ち
は
個
人
商
店
で
す
よ
ね
。

僕
は〝
会
社
〞で
働
き
た
い
ん
で
す
」、

そ
う
言
っ
て
B
君
を
皮
切
り
に
九
名

い
た
社
員
の
七
名
が
辞
め
ま
し
た
。

　運
送
業
の
A
さ
ん
は
、
さ
す
が
に

落
ち
込
み
、自
信
が
揺
ら
ぎ
ま
し
た
。

　そ
し
て
、社
員
で
あ
る「
ヒ
ト
」（
人

間
）
を
相
手
に
す
る
こ
と
は
、
カ
ネ

や
モ
ノ
の
扱
い
と
は
大
い
に
違
う
こ

と
に
気
が
付
き
ま
し
た
。

　今
ま
で
は
仕
事
は
自
分
が
い
な
い

と
ま
わ
っ
て
い
な
い
感
じ
（「
仕
事
」

は
「
私
事
」）
で
し
た
。
葛
藤
は
あ
っ

た
も
の
の
「
社
員
を
信
じ
る
心
、
任

せ
る
度
量
、
待
つ
こ
と
の
勇
気
が
必

要
」
と
仕
事
を
任
せ
る
こ
と
に
踏
み

切
り
ま
し
た
。
任
せ
方
を
知
ら
な
い

社
長
と
任
せ
ら
れ
た
こ
と
の
な
い
社

員
の
と
ま
ど
い
が
生
じ
る
も
の
の
…
。

し
か
し
、
結
果
、
社
員
の
士
気
が
上

が
り
、
三
年
も
す
る
と
経
営
は
安
定

し
て
い
き
ま
し
た
。

　ま
さ
に
、「
仕
事
」
は
「
志
事
」
で

あ
る
、
と
言
え
る
で
し
ょ
う
。

仕
事
・
私
事
・
志
事

発行


